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学校における働き方改革を着実な歩みとするための一考察
～ USBと ICカードで行う学校の勤務時間管理ソフト Punch_Outの開発～

函館市立千代田小学校長

奥 崎 敏 之

０ はじめに

学校における勤務時間管理は、働き方改革や北海道

のアクションプランなどにみられるように教育現場

で、目下、喫緊の課題となっています。タイムカード

やICカードによる取組が道内にも散見されますが、機

材やコストの面だけではなく、教育職固有の超勤４項

目との兼ね合いなどの課題もあり、勤務時間管理には

難しい面があるようです。 現在、学校で行われてい

る、勤務時間管理の主なものは、

① 紙のタイムカードを使うもの

② ICカードを使うもの

③ 校務支援システムや教師の個々のパソコンの

電源の on,offの時間で記録するもの

などが見られます。これは、労基法、安衛法の改正に

伴い、平成 29 年１月に厚労省から示された、「労働時

間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関す

るガイドライン」に、始業・終業時刻の確認及び記録

の原則的な方法として２つ例が挙げられており、

ア 使用者が、自ら現認することにより確認し、

適正に記録すること。

イ タイムカード、ICカード、パソコンの使用

時間の記録等の客観的な記録を基礎として確

認し、適正に記録すること。

こうしたものを踏まえた取組と言えるでしょう。

しかし、文科省から毎年公表される「教育委員会に

おける学校の業務改善のための取組状況調査の結果

（速報値）」によると、教職員の勤務時間管理の把握

方法に「ICT の活用やタイムカードなどにより、勤務

時間を客観的に把握している」と回答した教育委員会

は、平成 29 年度 6 月の時点で、都道府県で６（12.8
％），政令市で８（40.0 ％），市区町村で 139（8.1 ％)

に留まっており、平成 30 年度においては、都道府県

で 18（38.3 ％），政令市で 9（45.0 ％），市区町村で 696
（40.5 ％)と前年度と比べて増加しているものの、ま

だ過半の取組とはなっていなというのが現状です。

本気で学校の業務改善・働き方改革を進めるために

は、この勤務時間の適正な把握は一丁目一番地の取組

であり、学校の管理職として真剣に行動を起こす時が

きているように感じます。

では学校では、どのような方法によるのがよいので

しょうか。一番最初に思い浮かぶのが紙のタイムカー

ドを使う方法です。タイムカードは企業などでも利用

実績があり、最も分かりやすい方法だと思います。

しかし、いざ月末になって、今月の統計や状況の分

析を行おうとすると、データが電子化されていないた

め、まず表計算ソフトに出退勤のデータを入力すると

ころから始めなければならず、肝心の業務改善に向か

うという視点から見ると、いろいろと難しい点も多い

ことが分かります。

学校で行う勤務時間管理では、「学校全体として居

残り時間がこれだけだったのが、ここまで減らせた」

という改善の歩みを、エビデンスに基づいて着実に進

めることが大切です。そして、それに加えて、「ある

時期、ある係の仕事が膨らむ」、「恒常的にこの分掌

は業務が多い」などの組織的課題や、「○○先生は、

学級の業務でいつも帰りが遅くなる」、「学期末の時

期に、○○先生は決まって帰りが遅くなる」などの個

人的課題の把握とその解決に役立つような知見が得ら

れることも、このことに取り組む大事な意義であるよ

うに感じます。

こうしたことに、これまであまり多くの注意を払っ

てこなかった学校現場ですが、P.F.ドラッカーは、1999
年に邦訳された「明日を支配する者」の中で 21 世紀

を予測し、20 世紀の偉業は、肉体労働の生産性を 50
倍に上げたことだが、21 世紀には、これまであまり

効率を追求してこなかった、医療や社会福祉、教育な

どの知識労働の生産性にも同様のことが求められるよ

うになるという予測を述べています。
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21 世紀も四半世紀を過ぎ、様々なところに社会の

歪みが顕在化してきています。学校にも間違いなく、

こうした変革の波が押し寄せており、この度の働き方

改革を機に、学校の仕事を見直し、これまでに積もっ

た様々な澱を捨て、本質的な仕事に時間と資源を集中
おり

し、業務の効果と効率を高めていくことが、学校経営

の喫緊の大きな課題となっています。

１ 学校で使える勤務時間管理ソフトウエアの開発

以上のように、学校現場では働き方改革・勤務縮減

への取組が最重要課題と考え、その際にとても重要な

勤務時間管理を確実に行い業務改善への視点が得られ

るソフトウエアを開発することに着手しました。

私はこれまで、いくつかの管内で教育と関わり、勤

務時間を客観的に把握するためのソフトや機材を導入

することが、財政的に難しい地域があると感じていま

した。そこで、開発を工夫することによって、無料で

利用できるフリーソフトウエアとしてこうした地域に

提供できれば、学校の働き方改革や業務改善に役立て

られるのではないか、そのような思いを強く持ちまし

た。

勤務時間管理するソフトウエアを開発するには、ソ

フトウエアそのものに加えて、IC カードなどを用い

る場合、それを読み出すためのリーダーも必要となり

ます。IC カードにはいくつか種類があるのですが、

交通系の IC カードとして誰もが持っている FeliCa と

いう規格を採用すると、汎用性が増すのではないかと

考えました。さらに FeliCa には、廉価版の Lite-S と

いう規格もあり、これだと１枚二百円以下で手に入れ

ることができます。そして、何より学校で最も普及し

ている WINDOWS 上でプログラムを開発するための

情報が潤沢であることが決め手となりました。

こうして、学校が使用する際に必要となる機材を次

のように想定し、開発に着手しました。

① ICカードリーダー（3000 円弱）

② FeliCa Lite-S のカード（１枚 200 円以下）

③ USBメモリー（出退勤の記録用 800 円弱）

④ Windowsマシン（7 以降の学校の古い機種も可）

２ 現場の使いやすさを追求して改良を繰り返す

平成 30 年 5 月のゴールデンウイーク明けに、最初

の試作品(Punch_out_ver1.3)が完成しました。

しかし、学校の勤務時間管理は、思ったより複雑で、

学校で試用し改良するといった繰り返しが続きます。

学校にある職員名簿をどうやったら効率よくこのソ

フトの中に取り込めるのか、勤務時間管理に後ろ向き

の職員がいた場合に管理職の目視による確認や入力を

如何に手早く行うか、職員が誤って入力したものや未

入力の状況を確実に修正するにはどうするか…。

学校の職員は一般の会社とは違って、年休の単位が

半日ではなく、時間による取得が認められていたり、

勤務時間の割り振り変更が職員個々に行われたりしま

す。こうした学校現場特有の勤務管理の特徴なども一

つ一つ乗り越えながら、「職員の出退勤の時間を確実

に記録する」という機能を磨き上げていきました。

そして、10 月以降は、もう一つの大事な視点、「記

録したものをどう分析し、働き方改革に役立つ知見を

得るのか」ということに重点を置いて改良しました。

出退勤のデータは、職員数×２（朝夕）×勤務日数

ですから、私の学校の様に職員数が 20 人に満たない

小さな学校でも、5 月から今年の 3 月末までで 6 千 7
百件余の記録となります。職員数の多い学校では 2 万

件以上の出退勤データを処理し、グラフなどにその状

況をまとめて知見を得ることが必要です。

そこで記録したデータの処理には、開発したソフト

ウエアから、表計算ソフトのエクセルにデータを渡し

て、表計算ソフトの得意とするマクロやグラフ作成の

機能を使って分析を行う形をとりました。

次ページの表は、平成 30 年度にこのソフトウエア

で記録した職員の出退勤のデータを、表計算ソフトに

渡して集団の分析機能を使ってまとめたものです。

こうした数値を難なく取り出し、職場の状況を分析
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するためには、どの職員を対象として統計値を得るの

か指定する機能や、例えば夏休みの期間などは、普段

の勤務時間と大きく変わってくるため、記録されたデ

ータのどの期間を分析に使うのかを指定する機能など

が必要です。それらの処理はマクロで実現しました。

同様に個人を分析する際には、表計算ソフトのフォ

ームに用意された「個人の集計を行う」というボタン

を押すと、設定した集計の対象や期間、そして集計の

方法を踏まえて、個人個人のレポートが自動で作成さ

れるようにしました。

個人のレポートには、出退勤の平均値や最大値・最

小値の他に、それらの分布を表したグラフと、記録さ

れた出退勤の記録を一覧表にしたものが情報として纏
まと

められています。（下図 退勤時間のグラフの出力例）

３ 上限のガイドラインへの対応

平成 31 年 1 月に出された「公立学校の教師の勤務

時間の上限に関するガイドライン」では、勤務を要す

る日の在校等時間について、「条例等で定められた１

日の勤務時間を超えた時間の１か月の合計が、45時間

を超えないようにすること」や、「１年間の合計が36

0時間を超えないようにすること」などが示され、今

出勤・退勤時刻の平均（６～9月）
全国 本校

校長 7:22～18:32 7:06～18:26
副校長・教頭 7:02～19:39 7:03～19:29

教諭 7:30～19:01 7:36～17:35
※H28教員勤務実態調査確定値との比較

次の働き方改革での一番の急所となりました。

これまでの Punch_Outの改良で、出退勤の記録を IC
カードで確実に記録することができるようになり、さ

らに勤務時間の縮減に向かうための視点を得るため

に、記録した出退勤のデータを集団と個人の二つの視

点から分析するための機能を充実させてきました。

そして今度は、この上限のガイドラインに対応した

処理を行うために、記録された勤務時間の記録を「月

報」という形にまとめ、月々の業務がこのガイドライ

ンと比較してどのようになっているのかを確かめるこ

とができる機能を新たに設けました。

このことにより、職員が IC カードで記録した出退

勤の勤務時間を、それぞれの職員毎に月報の形で取り

まとめ、月々の働いてきた状況を振り返ったり、残業

の時間が過多になっていないかなどをガイドラインに

沿って確かめることができるようになりました。

また、この月報には学校名や氏名に加えて、職員番

号や、学校の所属番号なども表示できる欄を加えて、

教育委員会が求める場合にはそのまま「今月の勤務」

として提出できる様式にまとめることにしました。

私の勤める函館市立千代田小学校では、毎月の月報

に校長からの一言を添付して、所属職員に手渡してい

ます。３月には月報と共に次の文章を手渡しました。

３月の勤務をまとめました。

３月は、卒業式から年度のまとめと、めまぐるしく働いた

一月でした。４月には、改正労働基準法も施行予定で、その

中でもとりわけ注目を集めているのが、時間外労働の上限規

制といわれているものです。大企業では２０１９年の４月か

ら、中小企業では２０２０年の４月から適用される予定で、

時間外労働の限度時間が１か月４５時間、１年３６０時間と

いうものです。

学校での運用も、文部科学省からガイドラインが示され、

２０２０年頃までに各都道府県が勤務時間条例を定めて、こ

うしたことに配慮していくことになっています。

学校でまず最初に取り組むことは、「このくらい働くと、

このくらいの時間が超過となるのか」いうことを、先生方に

感覚的にお知らせすることではないかと思い、昨年の６月か

ら取り組んできました。ぜひ、この月報をみながら、１ヶ月

ごとに勤務を振り返り、今月は、このくらい、働いたんだ（超

過勤務したんだ…）ということを、感覚的に掴んでいただけ

たらと思います。
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４ 自校の働き方改革の歩みを検証し予測する

昨年の６月から、勤務時間管理を視点として取り組

んできた千代田小学校の働き方改革ですが、その改善

についてまとめたものが、次の表です。

全国平均に比べて、教諭の在校等時間が短く、働き

方改革の取組が順調に進んでいることが分かります。

また、こうしたデータによる考察は、昨年度と今年

度のデータを併せて予測に役立てることもできます。

下の表は、今年度 7 月までの最新のデータと、前年

度 8 月以降のデータを組み合わせて、年間の超過とな

る在校等時数を予測しているものです。月 45 時間、

全国 本校('18 10-3) 本校('19 4-7)
校長 7:22～18:32 7:11～18:07 7:35～18:12

副校長・教頭 7:02～19:39 6:57～18:55 6:51～18:52
教諭 7:30～19:01 7:39～17:32 7:40～17:43

※H28教員勤務実態調査確定値との比較

年 360 時間を超えそうなところを色づけし、それらの

先生の業務について常に目配りし、業務が過多となり

そうな場合は、管理職が助言したり分掌等のチームで

支援したりするような取組を続けています。

５ 働き方改革の今後について

学校種や規模、校務分掌組織、職員室の雰囲気など、

働き方改革を進める上では、様々な要素が絡み合いま

す。そこに勤務時間管理という客観的な指標も取り入

れることは、より着実な歩みを進める上で、どの学校

種においても有効な手立てとなります。

このソフトウエアは、2019/7/23 日付の北海道通信

教育版でも紹介をいただきましたが、フリーソフトと

して、私の自宅のサーバー https://okuzaki.hokkaido.jp
から誰もが利用できるように提供しています。

Punch_Out を利用する学校から伺う話の中で、一番

心を痛めるのは、教頭先生の超過となった在校等時間

が月に 100 ～ 120 時間を超えたとても大きな数値にな

っている学校があるということです。

学校が本当に取り組むべき働き方改革は、先生方の

業務改善以上に、実は自校の教頭先生のお仕事を変え、

その心と体の健康を守ることではないか…。この研究

を通して、私は、そのことを一番に心に刻みました。

https://okuzaki.hokkaido.jp/punch_out/punch_origin/punch_geppo.pdf

